
新型コロナウイルス感染症
感染防止のためのご協力のお願い

皆様の安全・安心を最優先に、株主総会の運営
を行いますので、感染防止に向けたご協力のほ
どお願い申し上げます。なお、株主総会当日の
模様は、後日弊社ホームページにて配信予定で
あります。

証券コード ９７５７ 株式会社 船井総研ホールディングス

第53回 定時株主総会招集ご通知
開催日時 2023年3月25日（土）午前10時 決議事項 第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を
除く。）５名選任の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を
除く。）の報酬額改定の件

郵送又はインターネット
に よ る 議 決 権 行 使 期 限 2023年３月24日（金曜日）午後５時45分まで

開催場所 ホテルグランヴィア大阪 20Ｆ
名庭（なにわ）の間
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株主の皆様におかれましては、平素より格別
のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに第53回定時株主総会の招集ご通知を

お届けいたします。
2022年は、新型コロナウイルスが依然とし

て感染拡大が続くなか、ウクライナ情勢、米国
の継続的な利上げ、資源価格の高騰、インフ
レ・円安の進行など、過去に例がない速さで経
済状況および経営環境が変化しました。
こうしたなか、当社グループは「中期経営計

画（2020－2022年）」の最終年度として、時
流への対応、DXコンサルティングサービスの
拡充に注力し、過去最高の業績を達成すること
ができました。
2023年は、当社グループのパーパスとして

「サステナグロースカンパニーをもっと。」を制
定いたしました。これは変化が激しい不確実性
の時代においても、力強く持続的に成長し続け
られる会社をサステナグロースカンパニーと定
義し、そのような企業を数多く輩出すること、
また当社グループ自身もそのような会社にな
る、という意味を込めております。このパーパ
スをもとに「中期経営計画（2023－2025
年）」を策定し、今後も役職員一丸となり、持
続的に成長し続けられる会社を目指してまいり
ます。
株主の皆様におかれましては、一層のご支援

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2023年３月

代表取締役社長
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証券コード 9757
２０２３年３月３日

（電子提供措置の開始日２０２３年３月２日）
株 主 の 皆 様 へ

大阪市中央区北浜４丁目４番 10号
株式会社 船井総研ホールディングス
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 中 谷 貴 之

第53回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社の第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第53回定時株主
総会招集ご通知」として掲載しております。
当社ウェブサイト https://hd.funaisoken.co.jp/ir/shareholders.html

また、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりま
すので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社
名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。
東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

株主様におかれましては以下のいずれかの方法により、議決権を行使していただきますようお
願い申し上げます。
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同封の議決権行使書用紙を株主総会当日に会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。
当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお
手続きはいずれも不要です。

郵送（議決権行使書）による議決権行使
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いただき、2023年３月24日（金曜日）午後５時45分までに到
着するようご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
インターネット等による議決権行使 詳細は6頁から7頁までの「インターネットにより議決権を

行使される場合のお手続きについて」をご高覧ください。

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、議決権行使
書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用の上、画面の案内に
従い、2023年３月24日（金曜日）午後５時45分までに賛否をご入力ください。

なお、インターネットと議決権行使書の双方で議決権を行使された場合は、インターネットによる
議決権行使を有効とさせていただきます。

スマートフォンをご利用の株主様
スマートフォンでの議決権行使は、１回に限り「ログインID」「仮パスワード」
の入力なしに議決権が行使いただけます。 敬 具
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記
1. 日 時
2023年３月25日（土曜日）午前10時
2. 場 所
大阪市北区梅田３丁目１番１号
ホテルグランヴィア大阪20Ｆ 名庭の

な に わ
間（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 株主総会の目的事項
報告事項 1. 第53期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、連結計算書類及び

計算書類内容報告の件
2. 会計監査人及び監査等委員会の第53期連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件

本招集ご通知に際しまして、株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、下記の事項を記載しておりません。従って、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会
及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
①事業報告のうち「会社の体制及び方針」
②連結計算書類のうち「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
③計算書類のうち「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

以 上

ご案内
●当日ご出席の際は、紙資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。
●株主総会にご出席の株主様へのお土産はとりやめさせていただいております。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
●発熱が認められた株主様や、体調不良と見受けられる株主様については、入場をお断りするなどの対応をさせていただく場合がござ
います。
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事前質問受付のご案内
第53回定時株主総会に関する報告事項及び決議事項につきまして、ご質問を専用のウェブサ

イトにてお受けいたします。
頂戴しましたご質問の中で、特に株主の皆様のご関心が高いと思われる事項につきましては、

株主総会議場または後日当社ホームページにてご回答もしくはご紹介する予定です。
以下の受付期限と入力方法をご確認の上、ご活用くださいますようお願い申し上げます。



株主総会参考書類
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第１号議案 剰余金処分の件
当社は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対する適切な利益還元を経

営の最重要課題と認識しており、業績を考慮した剰余金配当を実施することを基本方針としてお
ります。この方針に従い、期末配当金につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

1. 配当財産の種類 金銭

2. 配当財産の割当てに
関する事項及びその金額

当社普通株式 １株につき30円（普通配当28円、
プライム市場移行の記念配当2円)

配当総額 1,480,111,020円
これにより中間配当金（１株につき25円）と合わせまして年間配当金は１株につき55円となります。

3. 剰余金の配当が効力を生じる日 2023年３月27日（月曜日）

＜ご参考＞

１株当たり年間配当金

（注）当社は2016年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を実施しております。また、
2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を実施しております。2017年度以前
につきましては当該分割を考慮しております。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、あらためて取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任を
お願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位 取締役会
出席状況

１ 再任 中
なか

谷
たに

貴 之
たか ゆき 代表取締役社長

社長執行役員
100％

（13回/13回）

２ 再任 小
お

野
の

達 郎
たつ ろう

取締役専務執行役員 100％
（13回/13回）

３ 再任
社外取締役

独立役員 砂
いさ

川
がわ

伸 幸
のぶ ゆき

社外取締役 100％
（13回/13回）

４ 新任
社外取締役

独立役員 山
やま

本
もと

多絵子
た え こ

― ―

５ 新任
社外取締役

独立役員 村
むら

上
かみ

智 美
とも み

― ―
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1
なか たに たか ゆき

中谷 貴之
（1968年８月16日生）

再任

所有する当社の株式の数

179,820株
取締役会への出席状況

13/13回（100％）

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1991年４月 当社入社
2010年３月 当社執行役員ライン統括本部第二経営支援副部長
2013年３月 当社取締役執行役員東京経営支援副本部長兼第一経営支

援部長
2014年７月 ㈱船井総合研究所取締役執行役員

東京経営支援本部本部長
2015年３月 同社取締役常務執行役員ライン統括本部本部長

船井（上海）商務信息諮詢有限公司董事長
2016年３月 ㈱船井総合研究所代表取締役社長社長執行役員
2020年３月 当社取締役専務執行役員事業統括本部本部長
2021年３月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）

取締役候補者としての選任理由

中谷貴之氏は、当社グループの中核事業会社である㈱船井総合研究所
において経営コンサルタントとして長く経験を重ね、同社の代表取締役
社長として顧客基盤の整備や営業戦略の実行により、同社の業績拡大を
大きくリードしてまいりました。2021年3月からは当社代表取締役社長
として経営手腕を発揮し当社グループの業績を牽引してまいりました。
今後も持続的成長を目指すために最適であると判断し、引続き取締役と
して選任をお願いするものであります。
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２
お の たつ ろう

小野 達郎
（1963年５月８日生）

再任

所有する当社の株式の数

144,340株
取締役会への出席状況

13/13回（100％）

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 当社入社
2007年３月 当社取締役執行役員第一経営支援部長
2010年３月 当社取締役常務執行役員ライン統括副本部長

兼第二経営支援部長
2014年１月 当社取締役常務執行役員人財開発本部本部長
2018年４月 当社取締役常務執行役員事業統括本部本部長
2019年３月 当社取締役専務執行役員事業統括本部本部長
2020年１月 当社取締役専務執行役員HR本部本部長
2022年１月 当社取締役専務執行役員スタッフ統括本部本部長
2023年１月 当社取締役専務執行役員コーポレートマネジメント本部

本部長（現任）

取締役候補者としての選任理由

小野達郎氏は、㈱船井総合研究所において経営コンサルタントとして
長く経験を重ね、2014年持株会社体制移行後は人事部門の責任者とし
て、最重要課題の一つである人財戦略の実行により当社グループの成長
に貢献してまいりました。その後、事業統括本部の責任者を経て、現在
はコーポレート部門の責任者として管理部門全般のマネジメントや企
画、実行を統括しております。今後の当社グループの成長を促進するた
めに適任と判断し、引続き取締役として選任をお願いするものでありま
す。
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3
いさ がわ のぶ ゆき

砂川 伸幸
（1966年12月８日生）

再任
社外取締役

独立役員

取締役在任期間

７年（本定時総会終結時）

所有する当社の株式の数

―株
取締役会への出席状況

13/13回（100％）

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1989年４月 新日本証券㈱（現みずほ証券㈱）入社
1998年４月 神戸大学経営学部助教授
2007年４月 同大学大学院経営学研究科教授
2011年１月 ㈱ＴＡＳＡＫＩ社外取締役
2016年３月 当社取締役（現任）
2016年４月 国立大学法人京都大学経営管理大学院 教授（現任）
2020年３月 ㈱インバウンドテック 社外取締役（現任）

社外取締役候補者としての選任理由及び期待される役割の概要

砂川伸幸氏は、ファイナンスや企業価値評価、ESG経営と財務パフォ
ーマンスの関係において造詣が深く、大学教授としての高度な専門知識
に加え産学連携活動やエグゼクティブ教育等における幅広い経験を有し
ており、その見識等から、取締役会で積極的にご発言いただき、当社の
社外取締役として業務執行取締役に対する適切な監督機能を果たしてい
ただいております。今後も当社グループの経営に対して提言をいただく
ため、引続き社外取締役として選任をお願いするものであります。な
お、同氏は過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で
会社の経営に関与したことはありませんが、経営学の専門家であり、社
外取締役の職務を適切に遂行していただけるものとして社外取締役候補
者といたしました。
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4
やま もと た え こ

山本 多絵子
（1964年10月1日生）

新任
社外取締役

独立役員

取締役在任期間

―年（本定時総会終結時）

所有する当社の株式の数

―株
取締役会への出席状況

―

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年 4 月 三菱商事㈱入社
1994年12月 Gold Coast Technical Documentation Inc.入社
1998年 9 月 日本マイクロソフト㈱入社
2001年 6 月 日本アイ・ビー・エム㈱入社
2013年 4 月 日本マイクロソフト㈱入社

業務執行役員 エンタープライズマーケティング本部長
2017年 7 月 同社 業務執行役員 パートナー事業本部 マーケティン

グ統括本部長
2020年 4 月 富士通㈱入社 理事 CMO
2021年 4 月 同社 執行役員常務 CMO
2022年 4 月 同社 執行役員 EVP CMO（現任）

社外取締役候補者としての選任理由及び期待される役割の概要

山本多絵子氏は、システムエンジニアとして長くキャリアを積み、そ
の後、マーケティングを軸に、経営企画、パートナービジネス、ブラン
ディング、企業経営など幅広く経験を重ね、特にテクノロジー分野での
マーケティングについて深い見識があります。それらの豊富な経験と高
い見識を活かし、当社グループのDX化推進に向けたアドバイスや、経
営に対する提言をいただくため、社外取締役としての選任をお願いする
ものであります。
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5
むら かみ とも み

村上 智美
たるい

（現姓：樽井）
（1968年1月23日生）

新任
社外取締役

独立役員

取締役在任期間

―年（本定時総会終結時）

所有する当社の株式の数

―株
取締役会への出席状況

―

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1990年４月 ㈱富士総合研究所（現みずほリサーチ&テクノロジーズ

㈱）入社
2017年 7 月 同社 シニアマネージャー
2019年 7 月 同社 主席コンサルタント
2021年 6 月 株式会社ボードアドバイザーズ入社

シニアマネージャー（現任）

社外取締役候補者としての選任理由及び期待される役割の概要

村上智美氏は、企業の環境・CSR・ESG経営の発展の過程を、企業サ
イド・政策サイドの両側面から長期にわたり支援し、ESG経営課題の分
析、また、ESGの観点を含む取締役会実効性評価等のコンサルティング
の経験があります。それらの豊富な経験と高い見識を活かし、当社のコ
ーポレート・ガバナンスの強化とESG経営の推進に適任と判断し、社外
取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接会社
経営に関与した経験はありませんが、同氏の高い専門性により、職務を
適切に遂行できるものと考えております。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．砂川伸幸氏、山本多絵子氏、村上智美氏は社外取締役候補者であります。また、当社は砂川伸幸氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、山本多絵子氏、村上智美氏は東京証券取引所の定め
る独立性の要件を満たしており、本議案が承認された場合は独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

３．当社は、砂川伸幸氏の選任が承認された場合、同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を更新す
る予定であります。また、山本多絵子氏、村上智美氏の選任が承認された場合、両氏との間で同内容の契約を締結する予定
であります。当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

４．当社は、中谷貴之氏、小野達郎氏、砂川伸幸氏を被保険者として役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しておりま
す。保険料は全額当社が負担しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生ずることのある損害について填補する内容であり、各氏の選任が承認された場合、同内容の保険契
約を更新する予定であります。また、山本多絵子氏、村上智美氏の選任が承認された場合、同内容の保険契約を締結する予
定であります。



16

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2021年３月27日開催の第51

回定時株主総会で改めて年額450,000千円以内（うち社外取締役20,000千円以内）及びその枠
内において、取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新
株予約権を年額100,000千円以内（63,000株以内）とご承認いただき今日に至っております。
今般、第２号議案が原案どおり承認可決されますと社外取締役が増員されること等諸般の事情

を考慮し、当該取締役報酬総額のうち社外取締役分を年額20,000千円以内から年額40,000千円
以内に改めたいと存じます。なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬総額は、
現行どおり年額450,000千円以内とし、変更しないものといたします。
当該改定を原案どおり承認可決いただいた場合、当社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬等は年額450,000千円以内（うち社外取締役40,000千円以内）及びその枠内にお
いて、取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約
権を年額100,000千円以内（63,000株以内）となります。ただし、この報酬等の額には、従来
どおり執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まないものといたします。
なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は５名（うち社外取締役２名）であ

りますが、第２号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）は５名（うち社外取締役３名）となります。
当社は、事業報告に記載の取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針を定めており、本議案

は当該方針に沿うものであります。本議案をご承認いただいた場合も当該決定方針を変更するこ
とは予定しておらず、本議案の内容は相当であると判断しております。

＜ご参考＞
取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する報酬等の改定表

報酬の種類 現在 改定案

取締役
（社外取締役を除く。）

金銭報酬 330,000千円以内 310,000千円以内
株式報酬型
ストックオプション

100,000千円以内
（63,000株以内）

100,000千円以内
（63,000株以内）

社外取締役 金銭報酬 20,000千円以内 40,000千円以内

報酬等の額 計 450,000千円以内 450,000千円以内
（注）上記の報酬等の額には、執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まない。

以 上
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（ご参考） コーポレート・ガバナンスに対する考え方及び体制

1. 取締役候補者の選任にあたっての当社の考え方
（1）取締役候補者の選任

当社は、過半数を社外取締役で構成された指名委員会を設置しており、当委員会において
取締役候補者について審議し、取締役会がその結果の提言を受けて取締役候補者を決定して
おります。
①取締役（監査等委員を除く。）
取締役（監査等委員を除く。）に求められる役割、期待は、グループ事業会社を含めた執

行の監督を行うのに必要な事業活動に対する深い見識に加え、グループ全体をグループの事
業戦略、財務面、コンプライアンス、ガバナンスの視点から俯瞰し、業務執行・監督を行う
ことと定めております。
②取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）に求められる役割、期待は、グループ会社の業務執行の監督・運営

を担う経営陣に対し、企業経営、財務・会計、コンプライアンス、ガバナンス等の多様な視
点から経営の妥当性と適法性を確保することと定めております。
上記方針に従い、指名委員会において、年齢、性別及び国籍等に関わらず、取締役として

の株主からの経営の委任に応え、その職務と責任を全うできる適任者を取締役候補者として
選定する方針であります。なお、指名委員会委員４名のうち３名が社外取締役であり、委員
長は社外取締役が務めております。
（2）社外取締役の独立性

当社は、社外取締役を選任するにあたっては、経験に裏付けされた高次の視点から当社グ
ループの経営の監督を行うことを期待しており、その役割を担うに相応しい人格、識見及び
業務・専門職経験を備えているかを総合的に検討して、十分にその能力があり、東京証券取
引所の定める独立性判断基準を参考に、当社グループとの人的関係、資本関係又は取引関係
その他の利害関係を確認し、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立性のある者を、
指名委員会において、社外取締役候補者に指名しております。
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（3）取締役会の構成
当社は、取締役会の客観性・妥当性を確保するために、取締役のうち３分の１以上の社外

取締役を選任しており、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

株主総会後の取締役会のスキルマトリックス（予定）
（注）本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役会のスキルマ

トリックスは以下のとおりとなります。

氏名 当社における
地位（予定）

企業
経営

営業・
マーケ
ティング

財務・
ファイ
ナンス

コンプラ
・リスク
管理

ガバ
ナンス
・監査

サステ
ナビリ
ティ

IT・
DX HR

中谷 貴之 代表取締役社長
グループCEO ● ●

小野 達郎 取締役
専務執行役員 ● ● ● ● ●

砂川 伸幸 社外取締役 ● ● ●

山本 多絵子 社外取締役 ● ● ●

村上 智美 社外取締役 ● ●

百村 正宏 取締役
（監査等委員） ● ● ●

中尾 篤史 社外取締役
（監査等委員） ● ● ● ●

小林 章博 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●
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2. コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
当社は、遵法経営の実施及び株主利益の極大化を主たる目的として、コーポレート・ガバ

ナンスの強化に努めております。取締役のうち３分の１以上の社外取締役を選任することに
より、取締役会の客観性・妥当性を確保し、社外取締役２名を含む３名の監査等委員による
取締役会の適法性・妥当性の監査・監督を行っております。
また、ディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレート・ガバナンスの重要な柱と

位置づけており、法令等に基づく開示、会社説明会の開催、機関投資家やアナリストとの個
別ミーティングの実施等により、当社及び当社グループの現状のみならず、今後の事業戦略
についても、迅速かつ正確なディスクロージャーに努めております。
●コーポレート・ガバナンス体制

2022年12月31日現在
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（ご参考） 当社グループのサステナビリティに関する取組み

グループパーパスの制定
当社グループは、2023年にグループパーパスを制定しました。変化が激しい不確実性の

時代においても、力強く持続的に成長し続けられる会社をサステナグロースカンパニーと定
義し、そのような企業を数多く輩出すること、また当社グループ自身もそのような会社にな
るという思いを込めています。

グループパーパス

サステナグロースカンパニーをもっと。

Sustainable Growth for More Companies

どんな時代にも成長し続ける企業を増やし、

あらゆる人が幸せにその可能性を開花させ、

社会の生産性をも上げられる

そんな未来を私たちがリードしよう

サステナグロースカンパニーとは？
変化が激しい不確実性の時代においても、

力強く持続的に成長し続けられる会社
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グループパーパスという太陽に向かって、事業会社が高く・大きく成長していく様子を表し

ています。Funai Wayはグループ共通の根であり、Founder’s Spiritはグループの成長を

支える水源です。



事業報告（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

22

(1)事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの影響が依然として続いておりま

すが、政府や自治体による全国旅行支援策や渡航者の入国制限解除の実施により、インバウンド
需要の再開などの期待も出てきており、社会経済活動の正常化が徐々に進んでおります。また、
企業の設備投資では、中小企業においては回復傾向が見られ、雇用環境においても有効求人倍率
は緩やかな上昇が見られました。しかし、ウクライナ情勢は長期化の様相を呈しており、また、
米国の継続的な利上げによる急激な円安の進行、エネルギー価格や原材料の高騰は景気への懸念
材料となり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

■（ご参考）当社グループの事業の系統図：2022年12月31日現在
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このような状況のもと、当社グループにおきましては、セミナーや経営研究会をオンライン主
体で実施しながらも、徐々に対面での機会を増やしており、コンサルティング活動におきまして
も、中小企業向け総合経営コンサルティングを主力としながら、ＤＸコンサルティングや中堅企
業向け総合コンサルティングの領域への拡大を推進しております。さらに、当社グループのデジ
タル関連サービスをさらに強化し、ＤＸに関連するサービスを一気通貫で提供することを目的と
して、2022年７月１日付で、ＷＥＢマーケティングやＢＰＯコンサルティングを強みとする
「株式会社船井総研コーポレートリレーションズ」とデジタル人材の採用・育成及びシステムの
受託開発業務を強みとする「新和コンピュータサービス株式会社」を合併し、商号を「株式会社
船井総研デジタル」に変更しました。
その結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高25,635百万円（前連結会

計年度比12.4％増）、営業利益7,100百万円（同11.7％増）、経常利益7,197百万円（同11.6％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益4,990百万円（同14.0％増）となりました。中期経営計
画の最終年度である当連結会計年度においては、財務戦略の目標のひとつであるＲＯＥが19.2
％となり目標（15％以上）を大きく上回ることができました。
売上高におきましては、主力の経営コンサルティング事業において、月次支援及びプロジェク

トのコンサルティングが増収となり、さらに、リスティング広告業務が引続き増収となりまし
た。また、ロジスティクス事業における物流ＢＰＯ業務においても大幅に増収となりました。そ
の結果、売上高は前連結会計年度に比べて12.4％増の25,635百万円となりました。
営業利益におきましては、売上原価は15,484百万円（前連結会計年度は13,505百万円）、販

売費及び一般管理費は3,049百万円（同2,951百万円）となり、コロナ禍での行動制限の緩和に
よるコンサルティング活動再開により旅費交通費が大幅に増加し、またコンサルタントの人件費
及び採用費が増加しました。この他ＤＸコンサルティングの領域拡大等のためのシステム関連費
用も増加しました。その結果、営業利益は前連結会計年度に比べて11.7％増の7,100百万円とな
り、営業利益率は27.7％となりました。
経常利益におきましては、保険配当金等により営業外収益は115百万円（前連結会計年度は

131百万円）、営業外費用は18百万円（同40百万円）となりました。その結果、経常利益は前連
結会計年度に比べて11.6％増の7,197百万円となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益におきましては、法人税等合計が2,148百万円（前連結会計

年度は2,046百万円）となったことにより、前連結会計年度に比べて14.0％増の4,990百万円と
なりました。
なお、当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020

年３月31日。）等を適用しており、遡及適用後の数値で比較分析を行っております。
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売上高 25,635百万円（前連結会計年度比 12.4％）

営業利益 7,100百万円（前連結会計年度比 11.7％）

経常利益 7,197百万円（前連結会計年度比 11.6％）

親会社株主に帰属する
当期純利益 4,990百万円（前連結会計年度比 14.0％）

経営コンサルティング事業におきましては、ＷＥＢ及びセミナーからの受注が増加し、コンサ
ルティング契約社数も順調に増加しております。その結果、売上高、利益ともに前連結会計年度
を超える業績を達成することができました。
業種別におきましては、主力部門である住宅・不動産業界、医療・介護・福祉業界向けコンサ

ルティング部門に加え、製造業向けコンサルティング部門が売上高を伸ばすことができました。
ソリューションにおいては、ＤＸコンサルティングであります製造業向けのオンライン営業を

活用したマーケティングにおけるＤＸが好調に推移し、その他では、ＡＩ・ロボット・ＲＰＡを
活用した業務改善や、リフォーム分野での外装ＤＸコンサルティング、クラウド会計導入ソリュ
ーションなどが好調な伸びを示しており、ＤＸコンサルティング全体で堅調に推移しておりま
す。
利益面におきましては、旅費交通費、人件費、採用費及びシステム関連費用が増加したもの

の、増収による増益効果により、増益を達成することができました。
その結果、売上高は20,314百万円（前連結会計年度比9.5％増）、営業利益は6,150百万円

（同4.4％増）となりました。
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■（ご参考）部門別実績推移グラフ

（注）上記数値は、当社業種分類に基づいたコンサルティング契約、経営研究会会費、公開型セミナー収入の合計売上実績です。

■（ご参考）主な業務区分別売上

（注）１．月次支援＝定期的に訪問し、コンサルティングサービスを提供する業務、プロジェクト＝調査、診断やこれらに基づく提案
を一定期間でレポートする業務、経営研究会会費＝業種別経営研究会などの会員制度の会費、公開型セミナー＝ビジネスモ
デル別に開催している経営者向けセミナー、リスティング＝ WEB広告運用代行サービス

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前
連結会計年度に係る数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。
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ロジスティクス事業におきましては、物流ＢＰＯ業務は、既存顧客企業の好業績に支えられ好
調に推移し、またＷＥＢ経由での新規受注も増加したことから前連結会計年度と比べて大きく増
収となりました。物流コンサルティング業務は、荷主企業の物流への投資活動に戻りが見られ、
プロジェクト受注が好調であったことから前連結会計年度と比べて増収となりました。
また、利益面におきましても、物流ＢＰＯ業務及び物流コンサルティング業務が好調であった

ことに伴い増益となりました。
その結果、売上高は3,778百万円（前連結会計年度比29.3％増）、営業利益は448百万円（同

32.3％増）となりました。

その他の事業における、ダイレクトリクルーティング事業におきましては、求人数増加トレン
ドの後押しを受け、増収増益となりました。コンタクトセンターコンサルティング事業におきま
しては、ＣＯＰＣ認証制度に関連する研修に加え、大口のコンサルティング契約受注により前連
結会計年度と比較して大きく増収増益となりました。ＩＴコンサルティング事業におきまして
は、おおむね予算通りとなりました。
その結果、売上高は1,524百万円（前連結会計年度比14.8％増）、営業利益は260百万円（前

連結会計年度は営業損失68百万円）となりました。

(2)設備投資等の状況
当連結会計年度における特段の設備投資等はありません。

(3)資金調達の状況
当連結会計年度における特段の資金調達はありません。
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(4)対処すべき課題
当社グループは、今般、新たに「中期経営計画（2023-2025年）」を策定し、基本方針として

「中堅・中小企業を中心としたデジタル×総合経営コンサルティング」を定め、持続的に成長し
続けられる企業に向けて、以下の課題に取り組んでまいります。

１ 事業戦略
当社グループの創業からの強みである、経営者との直接接点及び経営者ネットワークを豊富に

有することで、上流工程からアプローチできる強みを活かし、高い収益性を維持しながら、上流
コンサルティングのさらなる拡大、中堅企業領域及び高収益領域への展開、デジタルソリューシ
ョンサービスの拡充を目指し、中堅・中小企業の経営課題を一気通貫でサービス提供できる体制
へとビジネスを拡張してまいります。

２ 業績計画
高い収益性を保ちながら、高い成長性をデジタル領域で実現し、売上高及び営業利益において

年平均成長率約12％を維持し、2025年度は、グループ売上高360億円、営業利益100億円の達
成を目指してまいります。

３ 人財戦略
売上高に直結する「コンサルタント人財」及び「ビジネス人財」を年平均成長率約10％で増

員してまいります。コンサルタント人財は、上流工程のコンサルタントを増員し収益性を拡大、
成長性の高いDX領域やM&A領域などキャリア採用を積極化、中堅企業に対応できるPM人財の
採用・育成強化による生産性向上が課題となります。ビジネス人財は、システム開発やBPOを拡
大し成長性を加速、エンジニア人財を増員しDXソリューションの開発の推進が課題となります。



28

４ 財務戦略
持続的な成長に向けて、営業活動により得られたキャッシュフローを積極的に株主還元及び成

長投資に回すことにより、持続的な成長を目指してまいります。株主還元方針については、総還
元性向60％以上、配当性向55％以上とし、成長投資については、2030年を見据えて積極的に
投資することにより、資本効率の向上を目指し、2025年にはROE20％以上を目指してまいりま
す。

５ サステナビリティ経営への取組み
当社グループは、変化が激しい不確実性の時代においても、力強く持続的に成長し続けられる

会社をサステナグロースカンパニーと定義し、そのような企業を数多く輩出すること、また当社
グループもそのような会社になるという志を込めて、グループパーパスとして「サステナグロー
スカンパニーをもっと。」を制定いたしました。グループパーパスの浸透及びESGへの取組みの
重要性を認識し、今後もより一層取組みを強化してまいります。

６ 内部統制、コーポレート・ガバナンスの強化
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、コーポレート・ガバナンスのより一

層の向上が不可欠と認識しており、コーポレートガバナンス・コードの確実な実践や、内部統制
機能の確立は極めて重要な課題であると考えております。当社グループにおけるコーポレート・
ガバナンスを機能させ、より適正かつ効率的な経営を遂行し、事業基盤の強化を図ってまいりま
す。

なお、株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、よ
ろしくお願い申し上げます。
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(5)当社グループ及び当社の財産及び損益の状況の推移
①当社グループの財産及び損益の状況の推移

区 分 2019年度
第50期

2020年度
第51期

2021年度
第52期

2022年度
第53期

（当連結会計年度）
売上高（千円） 25,752,886 25,027,840 22,816,130 25,635,207
営業利益（千円） 5,705,477 4,982,455 6,358,516 7,100,871
経常利益（千円） 5,755,027 5,091,590 6,448,819 7,197,796
親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 3,868,481 3,498,675 4,378,824 4,990,289

１株当たり当期純利益（円） 76.67 70.32 88.67 100.92
総資産（千円） 28,419,227 27,951,991 30,928,009 33,010,723
純資産（千円） 23,165,126 23,688,416 25,710,846 27,700,911
自己資本比率（％） 79.4 82.4 80.7 81.7
（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第53期の期首から適用しており、第52期に係

る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 2019年度
第50期

2020年度
第51期

2021年度
第52期

2022年度
第53期（当期）

営業収益（千円） 5,240,643 5,589,666 5,353,375 6,163,474
営業利益（千円） 2,569,436 3,030,204 2,727,691 3,415,428
経常利益（千円） 2,594,782 2,895,650 2,648,973 3,573,627
当期純利益（千円） 2,496,333 2,895,394 2,549,715 3,432,596
１株当たり当期純利益（円） 49.48 58.19 51.63 69.42
総資産（千円） 17,941,863 17,536,532 17,771,104 18,252,254
純資産（千円） 16,123,642 16,054,892 16,168,204 16,706,847
自己資本比率（％） 86.6 87.9 86.8 87.4
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（ご参考）連結業績推移グラフ

（注）第52期は「収益認識に関する会計基準」等の遡及修正により、売上高は5,997百万円減少し、利益は９百万円増加しておりま
す。

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第53期の期首から適用しており、第52期に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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(6)重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金

（出 資 金） 当社の出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 船 井 総 合 研 究 所 3,000,000 千円 100.0 ％ 経営コンサルティング事業
株 式 会 社 船 井 総 研 デ ジ タ ル 50,000 100.0 経営コンサルティング事業
船井（上海）商務信息咨詢有限公司 100,000 100.0 経営コンサルティング事業
船 井 総 研 ロ ジ 株 式 会 社 98,000 100.0 ロジスティクス事業
株式会社船井総研ＩＴソリューションズ 60,000 100.0 ＩＴコンサルティング事業
株 式 会 社 プ ロ シ ー ド 100,000 100.0 コンタクトセンターコンサルティング事業
株 式 会 社 Ｈ Ｒ Ｆ ｏ ｒ ｃ ｅ 64,000 100.0 ダイレクトリクルーティング事業

（注）１．当社の連結子会社は上記に記載している７社であります。
２．当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

名 称 住 所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社船井総合研究所 大阪市中央区北浜４丁目
４番10号 5,718,319千円 18,252,254千円

(7)主要な事業内容
①経営コンサルティング事業
②ロジスティクス事業
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(8)主要な拠点等
名 称 所 在 地

当 社 株式会社船井総研ホールディングス 大阪本社 大阪市中央区
東京本社 東京都千代田区

子会社 株式会社船井総合研究所 大阪本社 大阪市中央区
東京本社 東京都千代田区

株式会社船井総研デジタル 大阪本社 大阪市中央区
東京本社 東京都千代田区

船井（上海）商務信息咨詢有限公司 中国上海市
船井総研ロジ株式会社 大阪市中央区
株式会社船井総研ＩＴソリューションズ 東京都千代田区
株式会社プロシード 東京都千代田区
株式会社ＨＲ Ｆｏｒｃｅ 東京都千代田区

(9)従業員の状況
①当社グループの従業員の状況

種 類 従 業 員 数
経 営 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 1,093 名
ロ ジ ス テ ィ ク ス 事 業 81
そ の 他 98
全 社 （共 通） 110
合 計 1,382

（注）従業員数には、パートタイマー（78名）は含まれておりません。

②当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数

110名 10名増 39歳 9.2年
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(1)発行可能株式総数…130,000,000株

(2)発行済株式の総数… 49,337,034株
（自己株式3,162,966株を除く）

(3)株主数………………………… 13,785名

(4)単元株式数……………………… 100株

(5)大株主（上位10名）
株 主 名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,156 千株 12.48 ％

株 式 会 社 船 井 本 社 5,026 10.19
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE FIDELITY FUNDS 3,062 6.21
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 2,217 4.49
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,952 3.96
ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 1,353 2.74
舩 井 和 子 1,307 2.65
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,062 2.15
舩 井 勝 仁 1,056 2.14
Ｔ Ａ Ｉ Ｙ Ｏ Ｆ Ｕ Ｎ Ｄ ， Ｌ． Ｐ． 1,044 2.12

（注）持株比率は自己株式（3,162千株）を控除して計算しております。
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(1)当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要
名 称 2012-Ⅰ新株予約権 2013-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2012年４月17日 2013年４月16日
新株予約権の数 120個 130個
保有人数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） ３名 ３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数（注）11

普通株式21,600株
（１個あたり180株）

普通株式23,400株
（１個あたり180株）

新株予約権の発行価格（注）11 １株あたり163円（注）１ １株あたり259円（注）２
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2012年５月８日～2042年５月７日 2013年５月８日～2043年５月７日

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、行使可能な期間内
において、当社の取締役、監査役及
び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日以降、新株予約権を行
使することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内
において、当社の取締役、監査役及
び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日以降、新株予約権を行
使することができる。

名 称 2014-Ⅰ新株予約権 2015-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2014年４月15日 2015年５月23日
新株予約権の数 130個 140個
保有人数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） ３名 ３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数（注）11

普通株式23,400株
（１個あたり180株）

普通株式25,200株
（1個あたり180株）

新株予約権の発行価格（注）11 １株あたり262円（注）３ １株あたり531円（注）４
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2014年５月８日～2044年５月７日 2015年６月19日～2045年６月18日

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、行使可能な期間内
において、当社の取締役、監査役及
び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日以降、新株予約権を行
使することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。
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名 称 2016-Ⅰ新株予約権 2017-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2016年４月21日 2017年４月21日
新株予約権の数 160個 170個
保有人数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） ３名 ３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数（注）11

普通株式28,800株
（１個あたり180株）

普通株式30,600株
（1個あたり180株）

新株予約権の発行価格（注）11 １株あたり804円（注）５ １株あたり1,180円（注）６
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2016年５月13日～2046年５月12日 2017年５月９日～2047年５月８日

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。

名 称 2018-Ⅰ新株予約権 2019-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2018年４月20日 2019年４月18日
新株予約権の数 140個 133個
保有人数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） ３名 ３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式25,200株
（１個あたり180株）

普通株式23,940株
（１個あたり180株）

新株予約権の発行価格 １株あたり2,192円（注）７ １株あたり2,394円（注）８
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2018年５月８日～2048年５月７日 2019年５月８日～2049年５月７日

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。
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名 称 2021-Ⅰ新株予約権 2022-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2021年４月21日 2022年４月22日
新株予約権の数 121個 165個
保有人数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） ３名 ３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式21,780株
（１個あたり180株）

普通株式29,700株
（１個あたり180株）

新株予約権の発行価格 １株あたり1,420円（注）9 １株あたり1,524円（注）10
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2021年５月７日～2051年５月６日 2022年５月10日～2052年５月９日

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内
に割当日において在任する当社又は
当社子会社の取締役、監査役並びに
執行役員のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使
することができる。

（注）１．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価162円を合算しております。
２．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価258円を合算しております。
３．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価261円を合算しております。
４．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価530円を合算しております。
５．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価803円を合算しております。
６．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,179円を合算しております。
７．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価2,191円を合算しております。
８．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価2,393円を合算しております。
９．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,419円を合算しております。
10．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,523円を合算しております。
11．当社は、2016年１月１日付で普通株式１株につき1.2株、2018年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っ

ております。
上記株式の種類及び数、発行価格及び公正な評価単価は当該株式分割に係る調整後の数で記載しております。
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(2)当事業年度中に当社執行役員及び子会社役員等に対して交付された新株予約権の内容の概要
名 称 2022-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 2022年４月22日
新株予約権の数 327個
交付人数
当社執行役員
当社の子会社役員等

４名
17名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式58,860株
（１個あたり180株）

新株予約権の発行価格 １株あたり1,524円（注）
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 2022年５月10日～2052年５月９日

新株予約権の主な行使条件
新株予約権者は、行使可能な期間内に割当日において在任する当社又は当
社子会社の取締役、監査役並びに執行役員のいずれの地位をも喪失した日
の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（注）発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,523円を合算しております。
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(1)取締役の氏名等
氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

高 嶋 栄 代表取締役会長
グループＣＥＯ

中 谷 貴 之
代表取締役社長
社長執行役員
経営統括本部本部長

小 野 達 郎
取締役
専務執行役員
スタッフ統括本部本部長

砂 川 伸 幸 取締役 国立大学法人京都大学経営管理大学院 教授
株式会社インバウンドテック 社外取締役

光 成 美 樹 取締役
株式会社ＦＩＮＥＶ 代表取締役
公益財団法人日本適合性認定協会 理事（非常勤）
株式会社ヤマダホールディングス 社外取締役
株式会社ソラスト 社外取締役

百 村 正 宏 取締役（常勤監査等委員） 株式会社船井総合研究所 監査役

中 尾 篤 史 取締役（監査等委員） ＣＳアカウンティング株式会社
代表取締役社長

小 林 章 博 取締役（監査等委員） 弁護士法人中央総合法律事務所
京都事務所 代表

（注）１．当期中の取締役の異動
奥村隆久氏は、2022年３月26日開催の第52回定時株主総会の終結の時をもって任期満了により取締役を退任いたしまし
た。

２．砂川伸幸氏、光成美樹氏、中尾篤史氏及び小林章博氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。

３．取締役（常勤監査等委員）百村正宏氏は、当社の財務部門において10年以上の実務経験があり、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。取締役（監査等委員）中尾篤史氏は公認会計士及び税理士であり、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有しております。

４．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの情報収集及び重要な社
内会議における情報共有並びに監査等委員会と内部監査部門の十分な連携を可能とすべく、取締役百村正宏氏を常勤の監査
等委員として選定しております。

(2)責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役（監査等委員含む）４名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償の
限度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。
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(3)補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

(4)役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D＆O保険）契約を保険

会社との間で締結しております。
当該保険契約の被保険者の範囲には、当社取締役（監査等委員含む）及び執行役員、子会社の

取締役、監査役及び執行役員（以下対象役員）であり、被保険者は保険料を負担しておりませ
ん。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負う

こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約
により保険会社が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。
なお、当該保険契約では、当社が対象役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の

免責事項としており、また、填補する額について限度額を設けることにより、対象役員の職務の
執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

(5)当事業年度に係る取締役の報酬等の額
①取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、基本方針とし
て、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上を実現し、株主との価値の共有を
図る上でコーポレートガバナンス上の重要事項と捉え、それらを達成するための健全なインセ
ンティブのひとつとして機能させることと、優秀な人材を確保・維持し、啓発・報奨すること
と、報酬制度の決定プロセスが透明性・客観性の高いプロセスであることとしております。ま
た、その決定方法は、取締役（監査等委員でない取締役）については報酬委員会において審
議・検討し、代表取締役が取締役会に諮り、取締役会において決定しております。取締役（監
査等委員）については監査等委員である取締役の協議によって決定しております。
当事業年度における当社の役員の報酬等の額の決定過程における取締役会及び報酬委員会の

活動内容は、報酬委員会において役員報酬の決定に関する方針を複数回にわたり審議・検討
し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容について職務、責任、
業績、貢献度等の要素を基準として、複数回にわたり審議・検討しております。それらの答申
を踏まえて代表取締役が取締役会に諮り決定いたしました。
・報酬体系及び業績連動の仕組み
監査等委員でない取締役と監査等委員である取締役を区別し、監査等委員でない取締役（社

外取締役を除く。）の報酬体系は、以下のもので構成され、報酬の配分比率は役位・職責に応
じて基本報酬が定められ、それに応じて業績報酬、業績連動報酬（株式報酬）が変動するもの
とする。
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＜固定報酬＞
月例定額報酬とし、以下のとおりとする。
・基本報酬
業績に連動しない、役位・職責に応じた金銭報酬

・業績報酬
直近決算期における連結売上高及び連結営業利益、連結経常利益によって変動する金銭報

酬
上記記載の評価項目及び個人別設定ＫＰＩの達成度による個別評価（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの
５段階）
＜業績連動報酬（株式報酬）＞
・株式報酬型ストックオプション
株主との価値共有及び中長期的な業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的に、退

職時の行使を条件とした株主によるストックオプションを役位・役割・成果等に応じ付与す
る。
社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬体系は、固定報酬（月例定額報酬）のみとす

る。
・報酬水準及び報酬額の決定方法
職責に応じた適切な水準及び体系とするため、報酬委員会が審議・検討を行い、業績、事業

規模等に見合った報酬額を設定するため、国内の主要同業他社等の報酬水準も考慮する。
報酬委員会は、役員報酬の方針策定、制度の検討、具体的算定方法等について審議を行い、

その審議結果に基づき、監査等委員でない取締役報酬については取締役会の決議により決定す
るとともに、監査等委員である取締役報酬については監査等委員である取締役の協議によって
決定する。
・業績連動報酬（株式報酬）と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針等
当社の業績連動報酬（株式報酬）の支給割合は、原則として総額の20％を基準として、成

果等に応じて変動するものとする。
・業績報酬及び業績連動報酬に係る指標、当該指標を選択した理由及び当該報酬額の決定方法
当該報酬の決定に際しては、直近決算期の業績達成度（連結売上高、連結営業利益、連結経

常利益）の評価のほか、担当する職務、責任、業績、貢献度等の個別に設定した課題の定性評
価、中期経営計画の進捗状況の評価を行うものとする。業績達成度の指標は、収益力を測るた
めに用いる。なお、前連結会計年度における業績達成状況におきましては、売上高28,813百
万円（業績予想に対する達成率99.4％）、営業利益6,349百万円（同99.2％）、経常利益
6,439百万円（同99.8％）となりました。
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・取締役の個人別の報酬等の内容が方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、報酬委員会が原案について決定方針と

の整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定
方針に沿うものであると判断しております。

②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2020年３月28日開催

の第50回定時株主総会において、年額450,000千円以内（うち社外取締役20,000千円以内）
と決議し、その枠内において、取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオ
プションとしての新株予約権を年額100,000千円以内で付与することを決議いたしておりま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は２名）です。ま
た、「会社法の一部を改正する法律」（2019年法律第70号）等の施行に伴い株式報酬型ストッ
クオプションの内容に関する決議事項が明確化されたことを踏まえ、2021年３月27日開催の
第51回定時株主総会において、株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権の上限を
350個（１個の目的である株式の数は180株）とし、株式の上限を63,000株と決議いたして
おります。ただし、この報酬等の額には、執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まないもの
としております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は２
名）です。なお、取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年３月26日開催の第46回定
時株主総会において年額50,000千円以内と決議いたしております。当該定時株主総会終結時
点の取締役（監査等委員）の員数は３名です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限は取締役会が有し

ており、その権限の内容及び裁量の範囲については、当社は監査等委員会設置会社であります
が、任意で報酬委員会を設置しており、当該報酬委員会は、過半数（３名）が社外取締役で構
成し、かつ、委員長を社外取締役とし、客観性・透明性を確保しております。報酬委員会は、
株主総会で承認された取締役報酬等の限度内で、当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬等の内容について職務、責任、業績、貢献度等の要素を基準として、審
議・検討を行い、それらの答申を踏まえて代表取締役が取締役会に諮り、取締役会において個
人別の報酬等の額を最終審議のうえ決定しております。また、取締役（監査等委員）の報酬等
の額については監査等委員である取締役の協議によって決定しております。
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④取締役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬

（基本報酬＋業績報酬）
非金銭報酬等

（ストックオプション） 退職慰労金

取締役（監査等委員を除く。）
（う ち 社 外 取 締 役）

230,947
（16,128）

193,001
（16,128）

37,945
（－） － 6

（2）

取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

39,000
（17,000）

39,000
（17,000） － － 3

（2）

合 計
（う ち 社 外 取 締 役）

269,947
（33,128）

232,001
（33,128）

37,945
（－） － 9

（4）

（注）非金銭報酬等の額は、当社取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）に対してストックオプションとして付与した新株予約
権に係る当事業年度に費用計上した額であります。

(6)社外役員に関する事項
①他の法人等の業務執行者の重要な兼任状況及び当社と当該他の法人等の関係

取締役砂川伸幸氏は国立大学法人京都大学経営管理大学院の教授及び株式会社インバウンド
テックの社外取締役であります。なお、当社と国立大学法人京都大学経営管理大学院及び株式
会社インバウンドテックとの間には特別な関係はありません。
取締役光成美樹氏は株式会社ＦＩＮＥＶの代表取締役、公益財団法人日本適合性認定協会の

理事、株式会社ヤマダホールディングス及び株式会社ソラストの社外取締役であります。な
お、当社と株式会社ＦＩＮＥＶ、公益財団法人日本適合性認定協会、株式会社ヤマダホールデ
ィングス及び株式会社ソラストとの間には特別な関係はありません。
取締役（監査等委員）中尾篤史氏はＣＳアカウンティング株式会社の代表取締役社長であり

ます。なお、当社とＣＳアカウンティング株式会社との間には特別な関係はありません。
取締役（監査等委員）小林章博氏は弁護士法人中央総合法律事務所の京都事務所の代表であ

ります。なお、当社と弁護士法人中央総合法律事務所との間には特別な関係はありません。

②他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
該当事項はありません。
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③主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 砂 川 伸 幸

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、主に大学教授とし
ての専門的見地、経験から発言を行っております。また、任意の
諮問委員会である指名委員会・後継者指名委員会では、委員長と
して独立した立場から客観的な議論となるよう主導し、取締役会
への諮問にあたり重要な役割を果たしております。

取締役 光 成 美 樹

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、主に経営者として
の専門的見地、経験から発言を行っております。また、任意の諮
問委員会であるサステナビリティ委員会では、委員長として独立
した立場から客観的な議論となるよう主導し、取締役会への諮問
にあたり重要な役割を果たしております。

取締役（監査等委員） 中 尾 篤 史

当事業年度開催の取締役会13回全て、監査等委員会14回全てに
出席し、主に公認会計士及び税理士としての専門的見地から発言
を行っております。また、任意の諮問委員会である報酬委員会で
は、委員長として独立した立場から客観的な議論となるよう主導
し、取締役会への諮問にあたり重要な役割を果たしております。

取締役（監査等委員） 小 林 章 博

当事業年度開催の取締役会13回全て、監査等委員会14回全てに
出席し、主に弁護士としての専門的見地から発言を行っておりま
す。また、任意の諮問委員会であるガバナンス委員会では、委員
長として独立した立場から客観的な議論となるよう主導し、取締
役会への諮問にあたり重要な役割を果たしております。
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(1)会計監査人の名称
PwCあらた有限責任監査法人

（注）2022年3月26日開催の第52回定時株主総会において、新たにPwCあらた有限責任監査法人が当社の会計監査人に選任されたこ
とに伴い、当社の会計監査人であった有限責任監査法人トーマツは退任いたしました。

(2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

21,000千円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

30,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区

分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載して
おります。

(3)会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人の報酬について、取締役、経理部門等の社内関係部門及び会計監

査人から必要な資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の過年度の職務執行状況及び報酬
実績を確認し、当事業年度における会計監査人の監査計画及び報酬見積の算出根拠の適正性及び
妥当性について必要な検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると判断いたしまし
たので、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(4)非監査業務の内容
該当事項はありません。

(5)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信

頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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■ 連結貸借対照表（2022年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流動資産
現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
有価証券
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他の流動資産
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
土地
その他の有形固定資産
無形固定資産
借地権
ソフトウエア
その他の無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
その他の投資
貸倒引当金

22,283,334
17,031,407
3,767,959
408,150
158,767

8,935
950,725
△42,610

10,727,388
5,813,800
1,111,950
4,596,717
105,132
830,704
322,400
392,655
115,647
4,082,883
3,101,525
395,287
592,068
△5,997

（負債の部）
流動負債 5,067,022
支払手形及び買掛金 552,314
短期借入金 200,000
未払法人税等 1,252,738
その他の流動負債 3,061,969
固定負債 242,788
長期借入金 100,000
退職給付に係る負債 71,994
繰延税金負債 2,804
その他の固定負債 67,989
負債合計 5,309,811
（純資産の部）
株主資本 27,088,544
資本金 3,125,231
資本剰余金 2,955,094
利益剰余金 25,108,389
自己株式 △4,100,171
その他の包括利益累計額 △135,282
その他有価証券評価差額金 19,755
為替換算調整勘定 27,299
退職給付に係る調整累計額 △182,338
新株予約権 747,650
純資産合計 27,700,911

資産合計 33,010,723 負債・純資産合計 33,010,723
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 連結損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売上高 25,635,207
売上原価 15,484,845

売上総利益 10,150,361
販売費及び一般管理費 3,049,490

営業利益 7,100,871
営業外収益
受取利息 15,867
受取配当金 8,057
投資有価証券売却益 11,850
投資有価証券評価益 8,228
保険配当金 31,938
その他の営業外収益 39,213 115,155

営業外費用
支払利息 7,322
投資事業組合管理費 2,269
為替差損 4,484
寄付金 1,000
その他の営業外費用 3,152 18,229
経常利益 7,197,796

特別損失
固定資産売却損 2,179
減損損失 40,090
固定資産除却損 16,987 59,256

税金等調整前当期純利益 7,138,540
法人税、住民税及び事業税 2,191,247
法人税等調整額 △42,996 2,148,251
当期純利益 4,990,289
親会社株主に帰属する当期純利益 4,990,289

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 貸借対照表（2022年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流動資産

現金及び預金

売掛金

有価証券

その他の流動資産

固定資産

有形固定資産

建物

土地

その他の有形固定資産

無形固定資産

借地権

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

関係会社長期貸付金

その他の投資

貸倒引当金

6,204,502

4,768,366

278,940

408,150

749,045

12,047,752

1,521,530

762,521

672,635

86,373

495,369

322,400

172,969

10,030,851

3,101,525

6,532,219

308,513

308,367

△219,775

（負債の部）
流動負債 1,260,829
短期借入金 978,888
未払法人税等 44,115
その他の流動負債 237,825
固定負債 284,577
長期借入金 100,000
関係会社事業損失引当金 8,697
繰延税金負債 157,741
その他の固定負債 18,137
負債合計 1,545,406
（純資産の部）
株主資本 15,939,441
資本金 3,125,231
資本剰余金 2,955,094
資本準備金 2,946,634
その他資本剰余金 8,459
利益剰余金 13,959,286
利益準備金 168,818
その他利益剰余金 13,790,468
別途積立金 8,100,000
繰越利益剰余金 5,690,468

自己株式 △4,100,171
評価・換算差額等 19,755
その他有価証券評価差額金 19,755
新株予約権 747,650
純資産合計 16,706,847

資産合計 18,252,254 負債・純資産合計 18,252,254
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

営業収益 6,163,474

営業費用 2,748,046

営業利益 3,415,428

営業外収益

受取利息及び配当金 24,287

投資有価証券売却益 11,850

貸倒引当金戻入額 125,880

その他の営業外収益 21,413 183,432

営業外費用

支払利息 4,908

為替差損 7,133

その他の営業外費用 13,190 25,233

経常利益 3,573,627

特別損失

固定資産除売却損 3,446

関係会社出資金評価損 49,999 53,446

税引前当期純利益 3,520,181

法人税、住民税及び事業税 114,114

法人税等調整額 △26,529 87,584

当期純利益 3,432,596
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2023年2月14日

株式会社 船井総研ホールディングス
取 締 役 会 御 中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
⼤阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 下 昌 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 憲 吾

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社船井総研ホールディングスの2022年1月1日から2022年12月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社船井
総研ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を
負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内
容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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独立監査人の監査報告書
2023年2月14日

株式会社 船井総研ホールディングス
取 締 役 会 御 中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
⼤阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 下 昌 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 憲 吾

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社船井総研ホールディングスの2022年1月1日から2022年

12月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内
容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2022年1月1日から2022年12月31日までの第53期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた

しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重⼤な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年2月14日

株式会社船井総研ホールディングス 監査等委員会
監 査 等 委 員 百村 正宏
監 査 等 委 員 中尾 篤史
監 査 等 委 員 小林 章博

（注）監査等委員中尾篤史及び小林章博は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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